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規 則

�愛媛県規則第７６号
愛媛県会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県会計規則の一部を改正する規則

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 愛媛県会計規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………………………………（会計課）…１２６０

告 示

○ 落札者等の告示………………………………………………………………………………………………………………………………………………（税務課）…１２６１

○ 指定自立支援医療機関の指定…………………………………………………………………………………………………………………………（健康増進課）…１２６１

○ 指定自立支援医療機関の所在地の変更………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１２６１

○ 知事指定薬物の指定……………………………………………………………………………………………………………………………………（薬務衛生課）…１２６１

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（３件）……………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…１２６２

○ 保安林予定森林にする旨の通知（２件）……………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…１２６３

○ 解除予定保安林にする旨の通知………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１２６３

○ くろまぐろ（小型魚）に関する令和３管理年度における知事管理漁獲可能量の変更………………………………………………………………（水産課）…１２６３

○ 建設業者の営業の停止命令……………………………………………………………………………………………………………………………（土木管理課）…１２６４

○ 都市計画の変更に係る図書の写しの縦覧（２件）…………………………………………………………………………………………………（都市計画課）…１２６４

○ 落札者等の告示（２件）……………………………………………………………………………………………………………………………………（会計課）…１２６４

○ 指定障害児通所支援事業者の指定………………………………………………………………………………………………………（東予地方局地域福祉課）…１２６４

○ 指定障害福祉サービス事業者の指定……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１２６５

○ 指定障害福祉サービス事業の廃止………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１２６５

○ 土地改良区役員の就退任の届出……………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…１２６５

○ 道路の供用開始（県道興居島循環線）………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…１２６６

○ 落札者等の告示…………………………………………………………………………………………………………………………………………（義務教育課）…１２６６

公 告

○ ディスプレイモニター等の購入……………………………………………………………………………………………………………………………（会計課）…１２６６

監 査 公 表

○ 定期監査結果の公表……………………………………………………………………………………………………………………………………（監査事務局）…１２６７

選挙管理委員会告示

○ 政治団体の設立の届出……………………………………………………………………………………………………………………………（選挙管理委員会）…１２７５

○ 政治団体の届出事項の異動の届出………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１２７５

○ 政治団体の解散の届出……………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１２７６

○ 資金管理団体の届出事項の異動の届出…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１２７６
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適用を受けるものである。

改 正 後 改 正 前

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

毎週（火・金）曜日発行 第２５２号 令和３年１０月２２日

令和３年１０月２２日金曜日 第２５２号
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告 示
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�愛媛県告示第１２０８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の所在地を変更した旨の届出があった。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１２０９号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３

号）第１１条第１項の規定に基づき、次の薬物を知事指定薬物として

指定する。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 薬物の名称

� １－［１－（ベンゾ［ｂ］チオフェン－２－イル）シクロヘ

キシル］ピペリジン及びその塩類

� Ｎ，Ｎ－ジエチル－２－｛２－［（４－メトキシフェニル）

メチル］－５－ニトロ－１Ｈ－ベンゾ［ｄ］イミダゾール－１

－イル｝エタン－１－アミン及びその塩類

� キノリン－８－イル＝３－［（４，４－ジフルオロピペリジ

ン－１－イル）スルフォニル］－４－メチルベンゾアート及び

その塩類

� Ｎ－（アダマンタン－１－イル）－１－（シクロヘキシルメ

チル）－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキサミド及びその塩

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第１２０６号
次のとおり落札者を決定した。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２０７号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

とする。

� 省略

� 総務部総務管理局総務管理課調整管理係長に委任させる事務

は、本庁各課又は地方機関に属する会計事務のうち、総務管理

課が受け入れるふるさと寄附金及び遺贈寄附金の収納及び保管

に関すること。

�～� 省略

２ 省略

とする。

� 省略

� 総務部総務管理局総務管理課調整管理係長に委任させる事務

は、本庁各課又は地方機関に属する会計事務のうち、総務管理

課が受け入れるふるさと寄附金 の収納及び保管

に関すること。

�～� 省略

２ 省略

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

次期県税システム機器の借入れ
愛媛県総務部行財
政改革局税務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和３年９月２８日
四国通建株式会社
愛媛県今治市南大門町
一丁目１番地の１５

９９０，０００円
（月額） 一般競争入札 令和３年８月１７日

名 称 所 在 地
開 設 者 担当しようとする

医療の種類 指定年月日
氏名又は名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

西の土居あらいクリニッ
ク

新居浜市西の土居町１丁
目８番５号 荒井 政森

松山市道後町２丁目１１番
２３号 フローレンス道後
町グランドアーク８０１号

荒 井 政 森 精神通院医療 令和３年
１０月１日

レデイ薬局束本店 松山市枝松一丁目９番８
号 株式会社 レデイ薬局 松山市南江戸四丁目３番

３７号
代表取締役
白 石 明 生

精神通院医療（薬
局）

令和３年
１０月１６日

ひのき調剤薬局 八幡浜市桧谷３丁目１００６
番１ 株式会社アポリード 八幡浜市大平１番耕地７７

４番地５
代表取締役
井 上 貴 博

精神通院医療（薬
局）

令和３年
９月２１日

名 称
所 在 地 担当する医療の

種類
変 更
年月日変 更 前 変 更 後

訪問看護ステー
ションいまる

松山市天山三丁
目１４－２５ 天山
中央ビル事務所
２０５号

松山市東石井六
丁目５番１２号
グランドハイム
東石井１０２号室

精神通院医療 令和３年
９月１８日
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類

� 前各号に掲げる物を含有する物

２ 指定の理由

愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例第２条第７号の薬物のう

ち、県の区域内において濫用されるおそれがあると認めるため。

３ 効力発生の日

令和３年１０月２３日

�愛媛県告示第１２１０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部八幡浜支局商工観光室並びに西予市役所において告

示の日から４月間縦覧に供する。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

スーパードラッグコスモ
ス宇和店

西予市宇和町上松葉
１７９番１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社コスモス薬
品
代表取締役
宇野 正晃

株式会社コスモス薬
品
代表取締役
横山 英昭

令和３年
８月２４日

令和３年
１０月８日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部八

幡浜支局商工観光室並びに西予市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２１１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

松山三越・ファッション
タウン アヴァ

松山市一番町三丁目
１番地１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社三越伊勢丹
代表取締役
杉江 俊彦
松山総合開発株式会
社
代表取締役
宮� 修一

株式会社三越伊勢丹
代表取締役
細谷 敏幸
松山総合開発株式会
社
代表取締役
宮� 修一

令和３年
４月１日

令和３年
１０月５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社松山三越
ほか１８者

株式会社松山三越
ほか２０者

令和３年
１１月６日
ほか

�愛媛県告示第１２１２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地

域産業振興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。
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�愛媛県告示第１２１３号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

四国中央市新宮町馬立４１１２から４１１４まで、４１２８、４１２９

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

新宮町馬立４１１２・４１１３・４１２８・４１２９（以上４筆について、

次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び四国中央市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１２１４号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

西予市野村町長谷１０３０、１０３２

２ 指定の目的
かん

水源の涵養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

野村町長谷１０３２（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西予市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１２１５号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

新居浜市別子山字弟地乙５２８の２

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１２１６号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第５項の規定に基づき、

くろまぐろ（小型魚）に関する令和３管理年度における知事管理漁

獲可能量（令和３年７月愛媛県告示第９７６号）を次のとおり変更し

た。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

松山三越・ファッション
タウン アヴァ

松山市一番町三丁目
１番地１ 外 駐輪場の位置及び収容台数 ６８１台 ５８１台 令和３年

１０月６日
令和３年
１０月５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

松山三越
午前９時から午後８
時まで
ファッションタウン
アヴァ

午前１０時から午後８
時まで

松山三越
午前９時から午後９
時まで
ファッションタウン
アヴァ

午前１０時から午後８
時まで

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時３０分から午
後８時３０分まで

午前８時３０分から午
後９時３０分まで

知事管理区分 知事管理漁獲可能量
変更前 変更後

愛媛県くろまぐろ（小型魚）
漁業 ４月から６月まで ０．１トン ０．１トン

７月から９月まで ３．９トン ０．５トン

１０月から１２月まで １．０トン ４．４トン

１月から３月まで １．６トン １．６トン

総計 ６．６トン ６．６トン
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�愛媛県告示第１２１８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、新居浜都市計画用途地域の

変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に

供する。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１２１９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、新居浜都市計画特定用途制

限地域の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆

の縦覧に供する。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２１７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条第３項の規定に基づき、次のとおり建設業者の営業の停止を命じた。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２２０号
次のとおり落札者を決定した。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２２１号
次のとおり落札者を決定した。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２２２号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

令和３年１０月２２日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

許 可 番 号 許 可
年 月 日

商 号 又
は 名 称 代表者氏名 主 た る 営 業 所

の 所 在 地
営業の停
止を命じ
た年月日

停止を命じた営業の範囲
営業の停止
を 命 じ た
期 間

営 業 の 停 止 を 命 ず る
原 因 と な っ た 事 実

（特‐３０）
第９２６６号

平成３０年
１１月５日

株式会社
予州興

業

寺原 哲也 四国中央市川之江
町２５２９－３４

令和３年
１０月１４日

土木工事業の営業のう
ち、公共工事に係るもの
注 「公共工事」とは、
国、地方公共団体、法
人税法（昭和４０年法律
第３４号）別表第１に掲
げる公共法人（地方公
共団体を除く。）又は
建設業法施行規則（昭
和２４年建設省令第１４号）
第１８条に規定する法人
が発注者である建設工
事をいう。

令和３年１０
月２６日から
令和４年１０
月２５日まで
（３６５日間）

株式会社予州興業の前代表取締役は、
四国中央市が入札を執行した３件の海
岸保全施設改良工事に関し、市担当職
員から秘密事項である直接工事費又は
予定価格の教示を受けて同工事を落札
させ、もって偽計を用いて、公の入札
で契約を締結するためのものの公正を
害すべき行為をしたとして、公契約関
係競売入札妨害の罪により、令和３年
７月１９日付けで懲役１年６月（執行猶
予３年）の判決を受け、その刑が確定
した。
このことは、建設業法第２８条第１項

第３号に該当する。

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

大気試料導入装置付きガスクロマト
グラフ質量分析装置 一式

愛媛県出納局会計
課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和３年１０月５日
化研テクノ株式会社松
山営業所
愛媛県松山市来住町１４
４５番地１

１８，３７０，０００円 一般競争入札 令和３年８月２４日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

液体クロマトグラフ―タンデム型質
量分析装置 一式

愛媛県出納局会計
課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和３年１０月５日
株式会社日進機械松山
支店
愛媛県松山市余戸南３
丁目６番２７号

１９，１７３，０００円 一般競争入札 令和３年８月２４日

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０２００４４９ キャレオス株式会社 広島県福山市新市町大
字戸手１０２番地１ 藤 井 克 樹 放課後等デイ

サービス 夢門塾ゆうゆう日吉 愛媛県今治市北日吉二
丁目４番１６号

令和３年
７月１日
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�愛媛県告示第１２２５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

夫婦山土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

令和３年１０月２２日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

就 任

退 任

�愛媛県告示第１２２３号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

令和３年１０月２２日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

�愛媛県告示第１２２４号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

令和３年１０月２２日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

３８５０５００３７６ 一般社団法人 稲井学
園

愛媛県新居浜市船木甲
４８７９番地の３ 稲 井 崇 児童発達支援

児童発達支援・放課後
等デイサービス オー
ルマイティ

愛媛県新居浜市船木甲
４８７９番地の３

令和３年
９月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１１３００７００ 一般社団法人笑結 愛媛県四国中央市土居
町小林６９３番地 曽我部 友 貴 同行援護 ヘルパーステーション

ましろ
愛媛県四国中央市土居
町小林６９３番地

令和３年
８月１日

３８１０２０１０２４ サスケＩＴサービス株
式会社

愛媛県新居浜市西町１
番３０号 白 石 光 廣 就労継続支援

Ａ型 サスケ設計工房今治東 愛媛県今治市北高下町
一丁目３番３５号

令和３年
９月１日

３８２０６００７２８ 株式会社リビング・サ
ポート研究所

愛媛県西条市新市６６３
番地１ 川 口 清 孝 共同生活援助 共同生活援助あうん館

媛達磨
愛媛県西条市中野甲１３
３０－１

令和３年
９月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８２０５０００３５ 社会福祉法人 すいよ
う会

愛媛県新居浜市郷甲６８
７番地 矢 野 健 吾 共同生活援助 障害者グループホーム

すいよう
愛媛県新居浜市郷４丁
目９－４３

令和３年
８月３１日

３８２０２０００２４ 社会福祉法人 今治福
祉施設協会

愛媛県今治市南宝来町
１丁目９番地８ 胡 井 裕 志 共同生活援助 グループホーム うず

しお
愛媛県今治市山口甲５
番地２

令和３年
９月３０日

３８１０６０００９２ 社会福祉法人 聖風会 愛媛県西条市氷見字上
寺丙１９５番地 眞 鍋 敏 朗 居宅介護 居宅介護事業所 てい

ずい
愛媛県西条市禎瑞３８５
番地

令和３年
９月３０日

３８１０６０００９２ 社会福祉法人 聖風会 愛媛県西条市氷見字上
寺丙１９５番地 眞 鍋 敏 朗 重度訪問介護 居宅介護事業所 てい

ずい
愛媛県西条市禎瑞３８５
番地

令和３年
９月３０日

３８１０６０００９２ 社会福祉法人 聖風会 愛媛県西条市氷見字上
寺丙１９５番地 眞 鍋 敏 朗 同行援護 居宅介護事業所 てい

ずい
愛媛県西条市禎瑞３８５
番地

令和３年
９月３０日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 岡 宮 渉 松山市上伊台町８６４

〃 高 市 峰 雄 松山市菅沢町甲３１３

〃 安 永 慎 吾 松山市下伊台町１００９

〃 三 好 孝一郎 松山市客甲５４２－１

〃 河 内 誠 一 松山市客甲２３１

監 事 野 本 仁 松山市菅沢町甲３０７

〃 重 松 一 広 松山市下伊台町１７３３－２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 岡 宮 渉 松山市上伊台町８６４

〃 高 市 峰 雄 松山市菅沢町甲３１３

〃 安 永 慎 吾 松山市下伊台町１００９

〃 三 好 英 樹 松山市客甲１５３

〃 河 内 誠 一 松山市客甲２３１

監 事 野 本 仁 松山市菅沢町甲３０７

〃 西 崎 伸 承 松山市上伊台町７４４－１
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

ディスプレイモニター等の購入

� 購入物品名及び数量

ディスプレイモニター等 一式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和４年３月１８日（金）

� 納入場所

入札説明書等による。

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行

っていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行

うことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所

及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期限

令和３年１２月２日（木）午前９時から同月３日（金）午後１

時２９分まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和３年１２月３日（金）午後１時３０分

愛媛県庁第二別館５階 入札室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

�愛媛県告示第１２２６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２２７号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和３年１０月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 興居島循環線 松山市門田町丙２０９番２３ 令和３年１０月２２日

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

えひめＩＣＴ学習支援シス
テム開発・運用保守業務
一式

愛媛県教育委員会事務
局指導部義務教育課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和３年８月３１日

株式会社シンプルエデュ
ケーション
東京都千代田区麹町２－
１
ＰＭＯ半蔵門２Ｆ

１８９，９３７，０００円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第１号の規定による。
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監 査 公 表

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：令和３年１１月２６日（金）午後５時

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

ア 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条か

ら第１５４条までの規定による。

イ 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

に限る。）により提出すること。

ウ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased： a

display used for the multi display１，４９４

� Time limit of tender：１：２９ p．m．，３ December２０２１

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６

�公表第１０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定に基づ

き実施した定期監査の結果に関する報告を、同条第９項の規定によ

り、次のとおり公表する。

令和３年１０月２２日

愛媛県監査委員 永 井 一 平

同 森 � 康 行

同 � 橋 正 浩

同 毛 利 修 三

１ 監査の基準

愛媛県監査委員監査基準（令和２年４月１日付 愛媛県監査員

告示第１号）に準拠し実施した。

２ 監査の種類

財務監査

３ 監査の着眼点

監査の実施にあたっては、次の事項に主眼を置き実施した。

・財務に関する事務の執行が、適正かつ効率的に行われているか。

・経営に係る事業の管理が、合理的かつ能率的に行われているか。

４ 監査の実施内容

令和２年度財務に係る本庁・地方局・地方機関の定期監査を２１

５機関に対して実施した。

区分 実地監査 書面監査 計

知事部局 １００ ２５ １２５

本庁 ６５ ０ ６５

地方局 ３３ ０ ３３

地方機関 ２ ２５ ２７

諸局 ４ ０ ４

本庁 ４ ０ ４

教育委員会 ２７ ４２ ６９

本庁 ８ ０ ８

地方機関（高等学校等） １９ ４２ ６１

公安委員会 ８ ９ １７

本庁 １ ０ １

地方機関（警察署） ７ ９ １６

合計 １３９ ７６ ２１５

本庁 ７８ ０ ７８

地方機関（地方局含む） ６１ ７６ １３７

５ 監査対象機関と監査の結果

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

総 務 管 理 課 令和３年８月３０日

人 事 課 令和３年８月３０日

市 町 振 興 課 令和３年８月１０日

私 学 文 書 課 令和３年８月１０日

財 政 課 令和３年８月３０日

行 革 分 権 課 令和３年８月２０日

税 務 課 令和３年８月１８日

総 合 政 策 課 令和３年８月３１日

地 域 政 策 課 令和３年８月５日

企 画 統 計 課 令和３年８月５日

秘 書 課 令和３年８月３１日

広 報 広 聴 課 令和３年８月３１日

ス マ ー ト 行 政 推 進 課 令和３年８月１７日

デ ジ タ ル シ フ ト 推 進 課 令和３年８月１７日

地 域 ス ポ ー ツ 課 令和３年８月２６日

競 技 ス ポ ー ツ 課 令和３年８月２６日

文 化 振 興 課 令和３年８月１０日
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ま な び 推 進 課 令和３年８月１０日

観 光 国 際 課 令和３年８月６日

自 転 車 新 文 化 推 進 課 令和３年８月６日

県 民 生 活 課 令和３年８月１１日

男 女 参 画 ・ 県 民 協 働 課 令和３年８月１１日

人 権 対 策 課 令和３年８月１１日

防 災 危 機 管 理 課 令和３年８月６日

消 防 防 災 安 全 課 令和３年８月６日

原 子 力 安 全 対 策 課 令和３年８月６日

環 境 政 策 課 令和３年８月５日

循 環 型 社 会 推 進 課 令和３年８月５日

自 然 保 護 課 令和３年８月５日

保 健 福 祉 課 令和３年８月２７日

医 療 対 策 課 令和３年８月２７日

医 療 保 険 課 令和３年８月２７日

健 康 増 進 課 令和３年８月１８日

薬 務 衛 生 課 令和３年８月１８日

子 育 て 支 援 課 令和３年８月１８日

障 が い 福 祉 課 令和３年８月１８日

長 寿 介 護 課 令和３年８月１８日

産 業 政 策 課 令和３年８月２０日

企 業 立 地 課 令和３年８月２０日

労 政 雇 用 課 令和３年８月２０日

産 業 創 出 課 令和３年８月１０日

産 業 人 材 課 令和３年８月１０日

経 営 支 援 課 令和３年８月１０日

農 政 課 令和３年８月２６日

農 業 経 済 課 令和３年８月１１日

ブ ラ ン ド 戦 略 課 令和３年８月１１日

農 地 整 備 課 令和３年８月２６日

農 産 園 芸 課 令和３年８月２６日

畜 産 課 令和３年８月１１日

林 業 政 策 課 令和３年８月３１日

森 林 整 備 課 令和３年８月３１日

漁 政 課 令和３年８月１７日

水 産 課 令和３年８月１７日

漁 港 課 令和３年８月１７日

土 木 管 理 課 令和３年８月２６日

用 地 課 令和３年８月２６日

河 川 課 令和３年８月２０日

港 湾 海 岸 課 令和３年８月２０日

砂 防 課 令和３年８月２０日

道 路 建 設 課 令和３年８月２３日

道 路 維 持 課 令和３年８月２３日

都 市 計 画 課 令和３年８月２３日

都 市 整 備 課 令和３年８月２３日

建 築 住 宅 課 令和３年８月２３日

出 納 局 令和３年８月１７日

人 事 委 員 会 事 務 局 令和３年８月５日

議 会 事 務 局 令和３年８月２６日

監 査 事 務 局 令和３年８月３１日

労 働 委 員 会 事 務 局 令和３年８月１７日

（監査の結果）

令和２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 収入未済の行政代執行費用（高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分に係るもの）

について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

３０年度 １者 ５４６，９６２ 令和２年度決
算による

（循環型社会推進課）

２ 収入未済の生活安定資金貸付金償還金について、適切に債権管理さ

れたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１６年度及び１７年度 ４５８者 ４０，８１７，８２０ 令和２年度決
算による

（保健福祉課）

３ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ８５，８２０ ９１４，７４０ １，０００，５６０

元年度 ０ ９５４，７４０ ９５４，７４０ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ８５，８２０ △４０，０００ ４５，８２０

（子育て支援課）

４ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償

還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努め

られたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ５，３４８，８４３ ２４９，０５３，７７７ ２５４，４０２，６２０

元年度 ６，００９，３９５ ２４８，０９２，８５４ ２５４，１０２，２４９ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △６６０，５５２ ９６０，９２３ ３００，３７１

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 １８７，９８３ １９，９１６，４００ ２０，１０４，３８３

元年度 １９１，５５７ １９，９４５，８５２ ２０，１３７，４０９ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △３，５７４ △２９，４５２ △３３，０２６

（子育て支援課）

５ 収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管

理されたい。
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調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２年度 １者 １４０，０００ 令和２年度決
算による

（障がい福祉課）

６ 中小企業振興資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ５，０９６，４６０ 令和２年度決
算による

（経営支援課）

７ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ０ ６０，１２９，８４６ ６０，１２９，８４６

元年度 ０ ６２，５９９，８４６ ６２，５９９，８４６ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ０ △２，４７０，０００ △２，４７０，０００

（林業政策課）

８ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

平成１９年度
～平成２１年度
及び令和元年度

３者 １，４４８，４６５ 令和２年度決
算による

（林業政策課）

９ 県有林経営事業特別会計については、昭和５９年度以降歳入不足額が

生じ、毎年度繰上充用の措置が講じられているところであるが、令和

２年度末の歳入不足額は２１億８，５２０万円と、前年度より４，１３２万円減少

しているものの、令和２年度の木材価格は県営林経営改善計画策定当

時（平成１１年度）の５割程度にまで下落していることから、平成２７年

３月に見直しを行った県営林経営改善計画を着実に実行するなど、今

後の健全な経営に向けてより一層の努力が望まれる。

（森林整備課）

１０ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ０ ４，３６４，０００ ４，３６４，０００

元年度 ４，２６０，０００ １，４８２，０００ ５，７４２，０００ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △４，２６０，０００ ２，８８２，０００ △１，３７８，０００

（漁政課）

１１ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度及び
令和２年度 ２者 １，６５３，２３６ 令和２年度決

算による

（漁政課）

１２ 住宅貸付損害金について、適切に債権管理するとともに、収入未済

額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ０ ２５，１８８，８１９ ２５，１８８，８１９

元年度 ４０３，６８８ ２６，９７７，４１７ ２７，３８１，１０５ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △４０３，６８８ △１，７８８，５９８ △２，１９２，２８６

（建築住宅課）

１３ 工事の契約手続遅延に伴う損害弁償金（消費税増税分）について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

元年度 １者 ９，７５１，２００ 令和２年度決
算による

（建築住宅課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

地 域 産 業 振 興 部 令和３年７月２６日

今 治 支 局 令和３年７月２６日、
令和３年７月３０日

健 康 福 祉 環 境 部 令和３年７月２６日、
令和３年７月３０日

四 国 中 央 保 健 所 令和３年７月２６日

農 業 水 産 振 興 部 令和３年７月２９日、
令和３年７月３０日

東 予 家 畜 保 健 衛 生 所 令和３年７月２９日

建 設 部 令和３年７月２６日

四 国 中 央 土 木 事 務 所 令和３年７月２６日

今 治 土 木 事 務 所 令和３年７月３０日

鹿 森 ダ ム 管 理 事 務 所 令和３年７月２６日

黒 瀬 ダ ム 管 理 事 務 所 令和３年７月２６日

玉 川 ダ ム 管 理 事 務 所 令和３年７月３０日

台 ダ ム 管 理 事 務 所 令和３年７月３０日

出 納 室 令和３年７月２６日

（監査の結果）

令和２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 １７２，７６５，１１４ １４２，３３７，４６３ ３１５，１０２，５７７

元年度 １４１，９４５，１７７ １７８，４２０，７９９ ３２０，３６５，９７６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ３０，８１９，９３７ △３６，０８３，３３６ △５，２６３，３９９

（地域産業振興部）

２ 生活保護費戻入金について、収入未済額の縮減に、引き続き努めら

れたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ０ ２９２，０２０ ２９２，０２０

元年度 ０ ３２７，０２０ ３２７，０２０ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ０ △３５，０００ △３５，０００
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（健康福祉環境部）

３ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子父子寡婦福祉資金貸付

金償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 １０，２２７，２５２ ５１，６３８，８００ ６１，８６６，０５２

元年度 １０，４２１，５６４ ４７，４４２，６７５ ５７，８６４，２３９ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１９４，３１２ ４，１９６，１２５ ４，００１，８１３

（父子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ４０，１２３ １３３，０００ １７３，１２３

元年度 ９０，７５０ ４２，２５０ １３３，０００ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △５０，６２７ ９０，７５０ ４０，１２３

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 １１４，３００ ２，２３６，８７１ ２，３５１，１７１

元年度 ２４２，４１５ ２，０５８，２７２ ２，３００，６８７ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１２８，１１５ １７８，５９９ ５０，４８４

（健康福祉環境部）

４ 県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減

に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ４６３，４００ １，７３９，０００ ２，２０２，４００

元年度 ５２５，４００ ２，３４７，５００ ２，８７２，９００ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △６２，０００ △６０８，５００ △６７０，５００

（建設部）

５ 県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減

に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 １，４５９，７００ １，７４４，４００ ３，２０４，１００

元年度 １，０６０，５００ １，４６４，３００ ２，５２４，８００ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ３９９，２００ ２８０，１００ ６７９，３００

（建設部（今治土木事務所））

６ 職員の不注意により公用車による事故が発生（３件）し、相手方車

両及び当該車両の毀損があった。

（建設部（今治土木事務所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

地 域 産 業 振 興 部 令和３年７月１６日

健 康 福 祉 環 境 部 令和３年７月１６日

農 林 水 産 振 興 部 令和３年７月１６日

中 予 家 畜 保 健 衛 生 所 令和３年７月１６日

建 設 部 令和３年７月１６日

� 万 高 原 土 木 事 務 所 令和３年７月１６日

（監査の結果）

令和２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ３８７，１８２，２３５ ２７２，１４６，０３２ ６５９，３２８，２６７

元年度 ２６６，５９６，９２４ ２９６，６１８，４２７ ５６３，２１５，３５１
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １２０，５８５，３１１ △２４，４７２，３９５ ９６，１１２，９１６

（地域産業振興部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ３，２４１，０７８ １８，０２４，５７８ ２１，２６５，６５６

元年度 １，９４７，５７８ １６，１６２，９７１ １８，１１０，５４９ 金額は各年度
の決算による

差引増減 １，２９３，５００ １，８６１，６０７ ３，１５５，１０７

（健康福祉環境部）

３ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償

還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努め

られたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 １，７２８，８２４ ９，１６１，３５２ １０，８９０，１７６

元年度 １，５８４，３２１ ９，１０１，３９９ １０，６８５，７２０ 金額は各年度
の決算による

差引増減 １４４，５０３ ５９，９５３ ２０４，４５６

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 １１６，５３４ ７１３，２００ ８２９，７３４

元年度 １２７，１２８ ７８７，６７９ ９１４，８０７ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１０，５９４ △７４，４７９ △８５，０７３

（健康福祉環境部）

４ 県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減

に、引き続き努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ３，８８５，１９８ ９，６７８，４７１ １３，５６３，６６９

元年度 ５，４６１，３５８ １５，１３５，３０１ ２０，５９６，６５９ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１，５７６，１６０ △５，４５６，８３０ △７，０３２，９９０

（建設部）

５ 収入未済の河川不法投棄物処分費用負担金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ２４８，４００ 令和２年度決
算による

（建設部）

６ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、当該車両

の毀損があり、県に多額の損害（６７９，５６７円）を与えた。

（建設部）

７ 収入未済の工事請負契約の解除に伴う違約金及び前払金余剰額に対

する利息について、適切に債権管理されたい。

（違約金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２７０，１００ 令和２年度決
算による

（利息）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２４７，８８５ 令和２年度決
算による

（建設部（�万高原土木事務所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

地 域 産 業 振 興 部 令和３年７月９日

八 幡 浜 支 局 令和３年７月９日、
令和３年７月１２日

健 康 福 祉 環 境 部 令和３年７月９日、
令和３年７月１２日

農 林 水 産 振 興 部 令和３年７月９日、
令和３年７月１２日

南 予 家 畜 保 健 衛 生 所 令和３年７月１２日

建 設 部 令和３年７月９日

大 洲 土 木 事 務 所 令和３年７月１２日

八 幡 浜 土 木 事 務 所 令和３年７月１２日

西 予 土 木 事 務 所 令和３年７月１２日

愛 南 土 木 事 務 所 令和３年７月９日

須 賀 川 ダ ム 管 理 事 務 所 令和３年７月９日

山 財 ダ ム 管 理 事 務 所 令和３年７月９日

出 納 室 令和３年７月９日

（監査の結果）

令和２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ４７，３３１，６８５ ４５，１４６，９６３ ９２，４７８，６４８

元年度 ５０，７６２，０４７ ４５，７６４，２４６ ９６，５２６，２９３ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △３，４３０，３６２ △６１７，２８３ △４，０４７，６４５

（地域産業振興部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 １，３６９，２２１ １３，２７５，６４８ １４，６４４，８６９

元年度 １，２８４，０８０ １２，４８６，３７６ １３，７７０，４５６ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ８５，１４１ ７８９，２７２ ８７４，４１３

（健康福祉環境部）

３ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子父子寡婦福祉資金貸付

金償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き

続き努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ４，１６５，３６８ ２９，３２９，７５７ ３３，４９５，１２５

元年度 ５，４９０，６７２ ２９，３３４，３５４ ３４，８２５，０２６ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１，３２５，３０４ △４，５９７ △１，３２９，９０１

（父子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ８０，０８２ ０ ８０，０８２

元年度 ５，７２６ ０ ５，７２６ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ７４，３５６ ０ ７４，３５６

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ７７，６００ ２７９，０５８ ３５６，６５８

元年度 ８６，４００ ６９９，９０２ ７８６，３０２ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △８，８００ △４２０，８４４ △４２９，６４４

（健康福祉環境部）

４ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ２４３，２７８ ３，７７４，１７１ ４，０１７，４４９

元年度 １，７５９，９０４ ２，７４９，２６７ ４，５０９，１７１ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１，５１６，６２６ １，０２４，９０４ △４９１，７２２

（健康福祉環境部（八幡浜支局））
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５ 県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減

に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ９５６，４４９ ６７３，１００ １，６２９，５４９

元年度 １，０６１，１００ ５９６，８００ １，６５７，９００ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１０４，６５１ ７６，３００ △２８，３５１

（建設部）

６ 職員の不注意により公用車による事故が発生（３件）し、相手方車

両及び当該車両の毀損があった。

（建設部（大洲土木事務所））

７ 県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減

に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 １２３，８００ ０ １２３，８００

元年度 ８０，１００ ０ ８０，１００ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ４３，７００ ０ ４３，７００

（建設部（八幡浜土木事務所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 京 事 務 所 令和３年５月２１日

研 修 所 令和３年４月１５日

総 合 科 学 博 物 館 令和３年５月１０日

歴 史 文 化 博 物 館 令和３年５月１０日

美 術 館 令和３年５月１０日

消 防 学 校 令和３年４月１５日

消 費 生 活 セ ン タ ー 令和３年４月１５日

原 子 力 セ ン タ ー 令和３年５月１０日

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー 令和３年４月１５日

東予子ども・女性支援センター 令和３年５月１０日

南予子ども・女性支援センター 令和３年５月１０日

食 肉 衛 生 検 査 セ ン タ ー 令和３年５月１０日

動 物 愛 護 セ ン タ ー 令和３年５月１０日

衛 生 環 境 研 究 所 令和３年４月１５日

心 と 体 の 健 康 セ ン タ ー 令和３年４月１５日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 令和３年５月１０日

え ひ め 学 園 令和３年５月１０日

計 量 検 定 所 令和３年５月１０日

産 業 技 術 研 究 所 令和３年４月１５日、
令和３年５月１０日

新 居 浜 産 業 技 術 専 門 校 令和３年５月１０日

愛 媛 中 央 産 業 技 術 専 門 校 令和３年５月１０日

宇 和 島 産 業 技 術 専 門 校 令和３年５月１０日

大 阪 事 務 所 令和３年７月７日

病 害 虫 防 除 所 令和３年４月１５日

農 業 大 学 校 令和３年５月１０日

農 林 水 産 研 究 所 令和３年４月１５日、
令和３年５月１０日

家 畜 病 性 鑑 定 所 令和３年７月７日

（監査の結果）

令和２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ６，０６３，１５０ ２７，９６５，１５０ ３４，０２８，３００

元年度 ６，５７７，４６０ ２６，９１５，３５０ ３３，４９２，８１０ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △５１４，３１０ １，０４９，８００ ５３５，４９０

（福祉総合支援センター）

２ 収入未済の非常勤嘱託職員報酬返納金について、債権放棄の検討も

含め、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ５５，１２８ 令和２年度決
算による

（福祉総合支援センター）

３ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ２，１５８，６５０ ６，５７１，９００ ８，７３０，５５０

元年度 １，６６５，６５０ ５，０２９，５５０ ６，６９５，２００ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ４９３，０００ １，５４２，３５０ ２，０３５，３５０

（東予子ども・女性支援センター）

４ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 １，６０２，３７５ ９，７０１，６６０ １１，３０４，０３５

元年度 １，８２５，５９０ ９，７７９，４３０ １１，６０５，０２０ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △２２３，２１５ △７７，７７０ △３００，９８５

（南予子ども・女性支援センター）

５ 子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ５５６，２９８ ２，０２５，１６６ ２，５８１，４６４

元年度 ７１９，９２７ ２，３４２，７０６ ３，０６２，６３３ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１６３，６２９ △３１７，５４０ △４８１，１６９

（子ども療育センター）

６ 寝具等の使用料等について、事前調定の認識不足により、納付され

るまで未調定（最長５か月以上）となっており、結果として、調定日
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が適正でないものや予備監査時に未調定のものがあった。今後は、愛

媛県立子ども療育センター使用料及び手数料条例に基づき適正に納付

させるとともに、適切な債権管理を行うこと。

（子ども療育センター）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 令和３年８月２５日

社 会 教 育 課 令和３年８月２５日

文 化 財 保 護 課 令和３年８月２５日

保 健 体 育 課 令和３年８月２５日

義 務 教 育 課 令和３年８月３０日

高 校 教 育 課 令和３年８月３０日

人 権 教 育 課 令和３年８月３０日

特 別 支 援 教 育 課 令和３年８月３０日

中 予 教 育 事 務 所 令和３年５月１０日

東 予 教 育 事 務 所 令和３年５月１０日

南 予 教 育 事 務 所 令和３年５月１０日

総 合 教 育 セ ン タ ー 令和３年４月１５日

図 書 館 令和３年５月１０日

川 之 江 高 等 学 校 令和３年２月２５日

三 島 高 等 学 校 令和３年１月１５日

土 居 高 等 学 校 令和３年１月１５日

新 居 浜 東 高 等 学 校 令和３年１月１５日

新 居 浜 西 高 等 学 校 令和３年１月１５日

新 居 浜 南 高 等 学 校 令和３年２月２５日

新 居 浜 工 業 高 等 学 校 令和３年２月２５日

新 居 浜 商 業 高 等 学 校 令和３年２月２５日

西 条 高 等 学 校 令和３年２月２５日

西 条 農 業 高 等 学 校 令和３年２月２５日

小 松 高 等 学 校 令和３年２月２５日

東 予 高 等 学 校 令和３年２月２５日

丹 原 高 等 学 校 令和３年２月２５日

今 治 西 高 等 学 校 令和３年１月１８日

今 治 南 高 等 学 校 令和３年２月２５日

今 治 北 高 等 学 校 令和３年１月１８日

今 治 工 業 高 等 学 校 令和３年２月２５日

弓 削 高 等 学 校 令和３年２月１５日

北 条 高 等 学 校 令和３年２月２５日

松 山 東 高 等 学 校 令和３年２月２５日

松 山 南 高 等 学 校 令和３年２月２５日

松 山 北 高 等 学 校 令和３年２月２５日

松 山 中 央 高 等 学 校 令和３年２月２５日

松 山 工 業 高 等 学 校 令和３年１月１８日

松 山 商 業 高 等 学 校 令和３年１月１８日

東 温 高 等 学 校 令和３年２月２５日

上 浮 穴 高 等 学 校 令和３年２月２５日

伊 予 農 業 高 等 学 校 令和３年２月２５日

伊 予 高 等 学 校 令和３年２月２５日

大 洲 高 等 学 校 令和３年１月２０日

大 洲 農 業 高 等 学 校 令和３年１月２０日

長 浜 高 等 学 校 令和３年２月２５日

内 子 高 等 学 校 令和３年２月２５日

八 幡 浜 高 等 学 校 令和３年２月２５日

八 幡 浜 工 業 高 等 学 校 令和３年２月２５日

川 之 石 高 等 学 校 令和３年１月２０日

三 崎 高 等 学 校 令和３年１月２０日

宇 和 高 等 学 校 令和３年１月２０日

野 村 高 等 学 校 令和３年１月２０日

宇 和 島 東 高 等 学 校 令和３年２月２５日

宇 和 島 水 産 高 等 学 校 令和３年２月２５日

吉 田 高 等 学 校 令和３年２月２５日

三 間 高 等 学 校 令和３年２月２５日

北 宇 和 高 等 学 校 令和３年２月２５日

津 島 高 等 学 校 令和３年２月２５日

南 宇 和 高 等 学 校 令和３年２月２５日

今 治 東 中 等 教 育 学 校 令和３年２月２５日

松 山 西 中 等 教 育 学 校 令和３年２月２５日

宇 和 島 南 中 等 教 育 学 校 令和３年２月２５日

松 山 盲 学 校 令和３年２月２５日

松 山 聾 学 校 令和３年１月１８日

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 令和３年１月１８日

み な ら 特 別 支 援 学 校 令和３年１月１８日

今 治 特 別 支 援 学 校 令和３年２月２５日

宇 和 特 別 支 援 学 校 令和３年２月２５日

新 居 浜 特 別 支 援 学 校 令和３年１月１５日

（監査の結果）

令和２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ５７，９８４，０００ ２２６，３３５，５２９ ２８４，３１９，５２９

元年度 ６６，８６０，０００ ２３６，３３７，５００ ３０３，１９７，５００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △８，８７６，０００ △１０，００１，９７１ △１８，８７７，９７１

（教育総務課）

２ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 １８，７６８，３５０ ５９６，８７１，６７７ ６１５，６４０，０２７

元年度 ２１，９９４，９８１ ５９１，５３５，４９９ ６１３，５３０，４８０ 金額は各年度
の決算による
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４ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（８件）し、相手方

車両及び当該車両の毀損があった。

（警察本部）

５ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（３件）し、当該車

両の毀損があった。

（四国中央警察署）

６ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１８年度 １者 ７８９，９３１ 令和２年度決
算による

（今治警察署）

７ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（３件）し、相手方

車両及び当該車両の毀損があった。

（伯方警察署）

８ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 ２者 ８２，４２２ 令和２年度決
算による

（松山東警察署）

９ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、相手方

の人的被害があったほか、相手方車両、相手方工作物及び当該車両の

毀損があった。

（松山東警察署）

１０ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（６件）し、相手方

車両及び当該車両の毀損があった。

（松山西警察署）

１１ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２８年度 １者 ７１０，８２２ 令和２年度決
算による

（松山南警察署）

１２ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、相手方

車両及び当該車両の毀損があった。

（松山南警察署）

１３ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（２件）し、相手方

の人的被害があったほか、相手方車両及び当該車両の毀損があり、県

に多額の損害（１，２１８，９３０円）を与えた。

（伊予警察署）

１４ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（４件）し、当該車

両の毀損があった。

（大洲警察署）

１５ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２３年度 １者 １７５，０００ 令和２年度決
算による

（宇和島警察署）

差引増減 △３，２２６，６３１ ５，３３６，１７８ ２，１０９，５４７

（人権教育課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 令和３年８月２７日

四 国 中 央 警 察 署 令和３年２月１０日

新 居 浜 警 察 署 令和３年３月１８日

西 条 警 察 署 令和３年２月１０日

西 条 西 警 察 署 令和３年３月１８日

今 治 警 察 署 令和３年３月２９日

伯 方 警 察 署 令和３年２月１５日

松 山 東 警 察 署 令和３年２月１５日

松 山 西 警 察 署 令和３年３月１８日

松 山 南 警 察 署 令和３年２月１５日

� 万 高 原 警 察 署 令和３年３月１８日

伊 予 警 察 署 令和３年２月１０日

大 洲 警 察 署 令和３年３月１８日

八 幡 浜 警 察 署 令和３年２月１０日

西 予 警 察 署 令和３年３月１８日

宇 和 島 警 察 署 令和３年３月１８日

愛 南 警 察 署 令和３年３月１８日

（監査の結果）

令和２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 ５９７，０００ １，１５２，０００ １，７４９，０００

元年度 １，２３６，０００ ２，３７８，０００ ３，６１４，０００ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △６３９，０００ △１，２２６，０００ △１，８６５，０００

（警察本部）

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２年度 １２５，７００ １７５，４２６ ３０１，１２６

元年度 ２１４，２００ ４６４，０２６ ６７８，２２６ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △８８，５００ △２８８，６００ △３７７，１００

（警察本部）

３ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

平成１７年度、
平成１９年度及び
令和元年度

３者 １，４９６，７５４ 令和２年度決
算による

（警察本部）
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�愛媛県選挙管理委員会告示第８２号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

令和３年１０月２２日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

国会議員関係政治団体以外の政治団体

�愛媛県選挙管理委員会告示第８３号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

令和３年１０月２２日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

自由民主党双海支部 吉 � 俊 介 主たる事務所の所在地 伊予市双海町上灘甲５７０９－１ 伊予市双海町上灘甲１１４５ 令和３年６月１２日

代 表 者 吉 � 俊 介 亀 岡 幹 児

自由民主党愛南支部 原 田 達 也 主たる事務所の所在地 南宇和郡愛南町緑乙３２９０ 南宇和郡愛南町正木１８３３ 令和３年８月１日

代 表 者 原 田 達 也 内 倉 長 蔵

会 計 責 任 者 佐々木 史 仁 原 田 達 也

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

新時代戦略研究会 西 岡 新 国会議員関係政治団体の
区分

国会議員関係政治団体以外の
政治団体

法第１９条の７第１項第１号及
び第２号に係る国会議員関係
政治団体
公職の種類（第１号）
衆議院議員
公職の候補者の氏名及び公職
の種類（第２号）
西岡 新
衆議院議員

平成３０年１２月３１日

周桑民社協会 竹 本 良 賢 代 表 者 竹 本 良 賢 神 野 祐 一 令和３年９月１日

会 計 責 任 者 高 橋 保 博 竹 本 良 賢

住重労連政治活動委員会
愛媛支部 竹 本 良 賢 代 表 者 竹 本 良 賢 神 野 祐 一 令和３年９月１日

会 計 責 任 者 高 橋 保 博 竹 本 良 賢

金澤功後援会 金 澤 功 主たる事務所の所在地 伊予市下吾川１３７８－４ 伊予市下吾川１６２４－３ 令和３年９月１５日

村上常雄後援会 井 上 光 子 主たる事務所の所在地 大洲市北只５７２－６ 大洲市北只５７１－１ 令和３年９月１６日

浅田美幸後援会 山 崎 八重美 代 表 者 山 崎 八重美 土 居 裕 之 令和３年９月２４日

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

黒川理恵子後援会 矢 野 準 子 黒 川 理恵子 西条市大町６７９－１４ 令和３年９月１７日

井上とみひろ後援会 井 上 智 景 山 内 健 司 松山市住吉二丁目１２－１１ 令和３年９月２１日
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�愛媛県選挙管理委員会告示第８４号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

令和３年１０月２２日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

�愛媛県選挙管理委員会告示第８５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり同項第３号の規定による資金管理団体の届出事項の異

動の届出があった。

令和３年１０月２２日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

く ろ か わ 理 恵 子 後 援 会 矢 野 準 子 令和３年８月３１日

資金管理団体の
届出をした者の
氏名

資金管理団体の名称 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

西 岡 新 新時代戦略研究会 公 職 の 種 類 愛媛県議会議員 衆議院議員 平成３０年１２月３１日

令和３年１０月２２日 発行


